




 

 

 業者特定理由書 
 

 下記の理由により見積事業者を特定する。 

 

記 

 

１ 件  名 

令和３年度 水道凍結防止キャンペーン業務 

（公募型企画競争） 

 

２ 事業者名 

株式会社北海道博報堂 

 

３ 特定理由 

本業務は、水道凍結防止の啓発に効果的な広告手法を選定し、そのデザインを行うと

ともに、動画の制作やその視聴促進の取組などを一連のキャンペーンとして展開してい

くものである。 

企画の提案には、高度な創造性、技術力、広告分野における専門的な知識及び経験が

必要とされ、企画内容の良否が業務の目的達成を大きく左右する。 

したがって、本業務は企画内容の良否を第一主義としており、競争入札にはそぐわず、

企画競争による選考の結果、最も審査内容に合致している案を提示した業者と契約を締

結することが望ましいため。 

 

４ 根拠規定 

  地方公営企業法施行令第21条の14第１項第２号に該当すると判断されるため。 

 備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができ

る。 





 

 

 

業者特定理由書 

 

 

 下記の理由により見積業者を特定することといたしたい。 

 

 

記 

 

 

 

1 件 名 西岡地区ほか減圧弁点検整備業務 №7-6401 

 

2 業 者 名 みずほ機工 株式会社 

 

3 特定理由 当該業務は、配水区域内での適正水圧の提供を目的とし設置した減圧弁の

不具合に対し、適正に作動するよう点検・整備を行うものである。また、減

圧弁が故障した際は、お客様への給水に重大な影響を及ぶす恐れがあるた

め、不具合が判明した場合は、速やかに分解整備（修理）を行わなければな

らず、緊急を要する点検に必要な交換部品を常に確保し迅速に対応すること

が求められる。 

       これらの減圧弁については、各製造業者独自の仕様となっているため、分

解整備にあたっては、製造業者（製造業者から業務移管を受けた保守業者を

含む）による高度な技術が必要で、交換部品も製造業者以外は保有していな

いことから、製造業者が点検・整備を行うことで継続した機能補償が担保さ

れる。 

       以上のことから、当該業務の確実な履行や緊急性に対応できるのは、製品

の構造を熟知している製造業者しかいないことから、上記業者を特定する。 

 

4 根拠規定 地方公営企業法施行令第21条の14第1項第2号に該当すると判断される 

ため。 

 





 
 

 

業 者 特 定 理 由 書 
 

下記の理由により業者を特定する。 

 

記 

 

 

１ 件 名  業務統合サーバ運用支援及びシステム保守業務（令和３年度下期） 

 

 

２ 業者名  ＮＥＣフィールディング株式会社 東日本営業本部 北海道営業部 

 

 

３ 特定理由  本業務は、平成 28 年度に更新した業務統合サーバについて、サー

バの運用支援及びシステム保守を行うものである。 

業務統合サーバ上では、複数の業務システム（電話受付、マッピン

グ、ファイリング等の６システム）が稼働しており、各業務システム

は安定稼働が求められる重要性が高いものであるため、運用支援及び

システム保守業務の受託者は、サーバのハードウェア及びソフトウェ

アの構成・設定・動作等について熟知し、確実な問題解決と、システ

ム不具合や障害発生時の速やかな復旧対応が可能であることが要件と

なる。 

上記業者は、業務統合サーバの構築業者であり、サーバのハードウ

ェア及びソフトウェアの構成・設定・動作等について熟知しているこ

と、また、これらの条件を満たす者は他にないことから、上記業者を

特定する。 

 

 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令 第 21 条の 14 第 1 項第 2号 

 

 

 

 





様式 13 

※本様式は「札幌市水道局物品・役務契約等事務様式基準（平成 29 年 4 月 17 日 総務課長

決裁）」に定められる。 

 

 業者特定理由書 
 

 下記の理由により見積事業者を特定する。 

 

記 

 

１ 件  名 西野・宮町浄水場計装設備点検業務 

２ 事業者名 美和電気工業株式会社 北海道支社 

３ 特定理由  本業務の対象機器である計装設備は、浄水処理を行う際に、水量や

水質などの必要な情報を計測し、制御用計算機（横河電機製）が計測

情報を収集し、浄水処理の自動制御を行っている。 

  これらの計装設備の点検業務を行うには、制御用計算機システムを

熟知していることと、対象設備の専門知識・技術力がなければ試験調

整及び機能回復ができず、また、過去の保守データを保有していなけ

れば、機器の劣化診断ができない。 

  上記業者は、対象設備の製造元である横河電機㈱の代理店に指定さ

れている道内で唯一の業者であり、当該設備のシステムを熟知しか

つ、継続的に保守点検を行っている。 

 以上より、上記業者以外では本業務を履行することができない。 

 

 

４ 根拠規定 

  地方公営企業法施行令第21条の14第１項第2号に該当すると判断されるため。 

【特定調達契約の場合】 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項 

第＿＿号に該当すると判断されるため。 

  

 備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 






